
 
 

施設整備事業の事後評価結果 
（平成２６年度事後評価分） 

 

１ 評価対象事業 

（１）施設整備事業（いわゆるハード事業） 

施設整備の完了後３年又は５年を経過した年の翌年度に、費用対効果分析の結果を

もって事後評価 

（２）平成２６年度の事後評価 

① 平成２２年度実施  ３事業（１３件） 

② 平成２０年度実施  １事業（１７件） 計 ４事業（３０件） 

 

  【具体的事業の内訳】 

事 業 名 施設数(件) 
事業費総額注 

（千円） 

経過

年数 

１ 食肉等流通合理化総合対策事業 ６ 913,136 ３年 

２ 畜産高度化支援リース事業 ６ 573,263 〃 

３ 
乳業再編整備等対策事業 

（効率的乳業施設整備事業） 

 

１ 

 

1,105,376 
〃 

４ 
肉用牛繁殖基盤強化総合対策事業

（新規参入円滑化対策事業） 

 

１７ 

 

640,064 
５年 

計 ３０ 3,231,839  

   注：事後評価の算定式に用いた事業費の合計 

 

２ 評価結果と対応 

（１）投資効率が「１」を上回ったもの 

施設整備の完了の３年経過後に事後評価の対象となった上記１～３の３事業（１３

件）全て 

（２）投資効率が一部「１」を下回ったもの  

施設整備の完了の５年経過後に事後評価の対象となった上記４の肉用牛繁殖基盤強

化総合対策事業（現名称 肉用牛経営安定対策補完事業）１７件のうち９件 

（３）現地調査・指導の実施等による当該９件の要因分析 

① 母牛の導入の遅れや生産技術が十分でないこと等により子牛販売頭数が計画を下

回ったもの（５件） 

② 新規参入者の飼養管理を補助する配偶者の病気により、繁殖成績が計画を下回っ

たもの（２件） 

③ 水害により牧野の復旧まで舎飼いしたため、購入飼料費が増加したもの（１件） 

④ 口蹄疫による移動制限等のため母牛の導入頭数が計画を下回ったもの（１件） 

（４）投資効率が「１」以下となった事例に対する対応 

① 事業実施主体に対し、現地調査や文書による改善策の作成の指示とその達成に向

けた指導（県庁や農協などの地域関係者間の連携強化及び個別の経営改善指導） 

② 事業ヒアリングの早期実施（牛導入等を計画的に進められるよう、十分な事業実

施期間の確保） 

③ 新規参入者へのアドバイス事例集を活用した事業実施主体等に対する指導 
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④ 母牛の導入期間を２年に延長（これまでの調査結果等から経営開始当初の子牛の

事故率が高い傾向にあったことから、母牛を計画的に導入し、子牛の分娩・育成の

作業を平準化することによって事故率の低減を図る。） 

⑤ 早期指導の観点から、新規参入者への現地調査・指導を経営開始当初から実施し、

必要に応じて継続的に実施（これまでは新規参入者の経営開始後３年目以降に実施） 

⑥ 新規参入者の全国的な経営の動向及び経営安定へ向けた事例分析等を取りまとめ

た報告書の事業実施主体等への配布による指導の強化 

注１：④～⑥は、26 年度に実施 

２：新規参入円滑化対策事業の新規採択は平成 26 年度をもって終了、平成 27 年度

からは国へ移管、ただし、④により母牛の導入期間を延長したことにより、母

牛の導入２年目の者については、27 年度も引き続き実施 

【事後評価結果一覧】 

事 業 名 
件数 

（施設数）

投資効率が１以下と

なった施設の割合 

計画時の投資効率に

比べ、実績値による投

資効率が▲２０％以上

乖離している施設 

平成２２年度事業（３年目に事後評価を実施） 

食肉等流通合理化総合対策事業 ６ 
０％ 

（０／６件） 

５０％ 

（３／６件） 

畜産高度化支援リース事業 ６
０％ 

（０／６件） 

０％ 

（０／６件） 

乳業再編整備等対策事業 １
０％ 

（０／１件） 

０％ 

（０／１件） 

計１３ 

平成２０年度事業（５年目に事後評価を実施） 

肉用牛繁殖基盤強化総合対策事

業（新規参入円滑化対策事業） 
１７ 

５３％ 

（９／１７件） 

４７％ 

（８／１７件） 

計１７ 

合計 ３０ 
３０％ 

（９／３０件） 

注１：投資効率＝｛（年総効果額÷還元率）－廃用損失額｝÷総事業費 

注２：肉用牛繁殖基盤強化総合対策事業（新規参入円滑化対策事業）については、肉用牛

繁殖経営の収支へ直接的に影響する子牛販売価格が計画採択時に比べ 15.5％上昇、

また、購入飼料費は 10％未満の低下であったことから、補正は実施しなかった。 
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(別
紙
）

（
単

位
：
千

円
）

事
業
名

総
事
業
費

年
総
効
果
額

廃
用
損
失
額

還
元

率
投

資
効

率
総

事
業

費
年
総
効
果
額

廃
用
損
失
額

還
元
率

投
資

効
率

1
新
潟
県
家
畜
商
協
同

組
合

セ
リ
シ
ス
テ
ム

1
4
,8
8
0

3
,0
9
9

0
0
.1
9
4
9

1
.0
7

1
4
,0
0
0

2
,9
6
4

0
0
.1
9
2
7

1
.1
0

2
.8
%

－

2
全
国
農
業
協
同
組
合
連

合
会
長
野
県
本
部

競
売

所
、
け
い
留

施
設

、
自

動
誘

導
レ
ー
ル

、
セ
リ

シ
ス
テ
ム
等

9
0
,6
8
1

1
0
,5
9
0

0
0
.0
9
4
2

1
.2
4

8
2
,9
8
0

7
,7
3
8

0
0
.0
9
1
8

1
.0
2

-
1
8
.1
%

－

3
全
国
農
業
協
同
組
合

連
合
会
京
都
府
本
部

セ
リ
シ
ス
テ
ム

1
1
,0
7
7

3
,3
6
1

0
0
.2
2
5
0

1
.3
5

1
0
,7
5
1

2
,5
3
0

0
0
.2
2
5
0

1
.0
5

-
2
2
.4
%

○
飼

料
価

格
の

高
騰

等
生

産
コ
ス
ト
の

上
昇

に
よ
る
農

家
の

廃
業

等
に
よ
り
、
市

場
取

引
頭

数
が

計
画

を
下

回
っ
た
た
め
。

4
オ
ン
ダ
ン
農

業
協

同
組

合
冷

水
チ
ラ
－

、
自

動
包

装
機

7
7
,3
0
0

5
0
,5
3
7

0
0
.1
2
3
3

5
.3
0

1
3
9
,7
8
0

6
0
,2
7
0

0
0
.1
2
3
3

3
.5
0

-
3
4
.0
%

○
地

域
の

生
産

羽
数

の
減

少
に
よ
り
、
処

理
羽

数
が

減
少
し
た
た
め
。

5
全
国
農
業
協
同
組
合

連
合
会
山
口
県
本
部

セ
リ
シ
ス
テ
ム

2
7
,8
3
0

6
,5
2
0

0
0
.2
0
6
1

1
.1
4

1
9
,9
9
0

5
,3
3
5

0
0
.2
0
6
1

1
.2
9

1
3
.9
%

－

6
株
式
会
社
阿
久
根
食
肉

流
通

セ
ン
タ
ー

豚
脂

処
理

施
設

、
豚

頭
処

理
施
設
等

6
9
9
,9
9
9

1
4
7
,4
9
4

0
0
.1
2
3
3

1
.7
1

6
4
5
,6
3
5

9
9
,8
3
7

0
0
.1
2
3
3

1
.2
5

-
2
6
.6
%

○
地

域
の

生
産

頭
数

の
減

少
に
よ
り
、
処

理
頭

数
が

減
少
し
た
た
め
。

指
導
方
法
等

―

乖
離

の
要

因
乖

離
状

況

事
　
後

　
評

　
価

　
の

　
実

　
施

　
状

　
況 担

当
部

畜
産

振
興

部

2
0
%
以

上
の

乖
離

平
成
２
２
年
度
食
肉
等
流
通
合
理
化
総
合
対

策
事

業

運
用
方
法

―

審
査
方
法
・
基
準

―

費
用
対
効
果
分
析
手
法

―

事
業

計
画

時
実

績
値

改
善

事
項

改
　
善

　
点

　
の

　
具

　
体

　
的

　
な
　
内

　
容

事
業
内
容

―

事
業
実
施
主
体

整
備
内
容
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（
千

円
）

事
 
業
 
名

担
当

部

乖
離

乖
離

の
要

因

総
事

業
費

年
総

効
果

額
廃

用
損

失
額

還
元

率
投

資
効

率
総

事
業

費
年

総
効

果
額

廃
用

損
失

額
還

元
率

投
資

効
率

状
況

1
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

8
6
,
0
0
9

8
9
,
9
7
1

0
0
.
1
2

8
.
6
9

8
6
,
0
0
9

9
0
,
0
3
1

0
0
.
1
2

8
.
7
0

0
.
1
%

-

2
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

7
9
,
7
2
4

9
6
,
3
6
4

0
0
.
1
1

1
1
.
4
2

7
9
,
7
2
4

9
6
,
3
6
4

0
0
.
1
1

1
1
.
4
2

0
.
0
%

-

3
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

1
6
0
,
3
4
2

5
8
8
,
1
2
2

0
0
.
1
1

3
4
.
2
0

1
6
0
,
3
4
2

5
8
8
,
1
2
2

0
0
.
1
1

3
4
.
2
0

0
.
0
%

-

4
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

8
4
,
9
1
1

2
2
5
,
2
8
9

0
0
.
1
2

2
1
.
7
0

8
4
,
9
1
1

2
2
5
,
2
8
9

0
0
.
1
2

2
1
.
7
0

0
.
0
%

-

5
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

7
6
,
9
4
0

4
9
4
,
2
5
3

0
0
.
1
1

5
9
.
5
0

7
6
,
9
4
0

4
9
4
,
5
5
6

0
0
.
1
1

5
9
.
5
4

0
.
1
%

-

6
（
一
財
）
畜
産
環
境
整

備
機
構

堆
肥
置
場
等
の
整
備

8
5
,
3
3
7

2
7
2
,
5
2
5

0
0
.
1
2

2
6
.
9
5

8
5
,
3
3
7

2
7
2
,
4
9
1

0
0
.
1
2

2
6
.
9
5

0
.
0
%

-

審
査
方
法
・
基
準

費
用
対
効
果
分
析
手
法

指
導
方
法
等

2
0
%
以
上

の
乖
離

改
善
事
項

改
　

善
　

点
　

の
　

具
　

体
　

的
　

な
　

内
　

容
事
業
内
容

運
用
方
法

事
　

後
　

評
　

価
　

の
　

実
　

施
　

状
　

況

畜
産
高
度
化
支
援
リ
ー
ス
事
業
（

堆
肥

調
整

・
保

管
施

設
整

備
リ

ー
ス

事
業

）
畜

産
振

興
部

事
業
実
施
主
体

整
備
内
容

事
　

業
　

計
　

画
　

時
実
　
績
　
値
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（
千

円
）

事
 
業
 
名

担
当

部

乖
離

乖
離

の
要

因

総
事

業
費

年
総

効
果

額
廃

用
損

失
額

還
元

率
投

資
効

率
総

事
業

費
年

総
効

果
額

廃
用

損
失

額
還

元
率

投
資

効
率

状
況

1
石
川
県
牛
乳
事
業
協
同
組

合
効
率
的
乳
業
施
設
整
備
事

業
1
,
1
0
6
,
4
9
0

2
6
8
,
5
9
1

0
0
.
1
1
2
0

2
.
1
6

1
,
1
0
5
,
3
7
6

3
2
5
,
0
3
8

0
0
.
1
1
1
0

2
.
6
4

2
2
.
2
%

-

審
査
方
法
・
基
準

　
　
　

　
　

　
　

　
―

費
用
対
効
果
分
析
手
法

　
　
　

　
　

　
　

　
―

指
導
方
法
等

　
　
　

　
　

　
　

　
―

2
0
%
以
上

の
乖
離

改
善
事
項

改
　

善
　

点
　

の
　

具
　

体
　

的
　

な
　

内
　

容
事
業
内
容

　
平

成
2
2
年

度
を

も
っ

て
当

該
事

業
は

終
了

運
用
方
法

　
　

　
　

　
　

　
　

―

事
　

後
　

評
　

価
　

の
　

実
　

施
　

状
　

況

乳
業
再
編
整
備
等
対
策
事
業
（

効
率

的
乳

業
施

設
整

備
事

業
）

畜
産

需
給

部

事
業
実
施
主

体
整
備
内
容

事
　

業
　

計
　

画
　

時
実
　
績
　
値
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（
千
円
）

事
 業

 名
担

当
部

　

乖
離

施
設
等

導
入

頭
数

総
事

業
費

年
総

効
果

額
廃

用
損

失
額

還
元

率
投

資
効

率
総

事
業

費
年

総
効

果
額

廃
用

損
失

額
還

元
率

投
資

効
率

状
況

収
入

実
績

が
計

画
を

下
回

っ
た

こ
と

・
新

規
参

入
者

の
飼

養
管

理
を

補
助

す
る

配
偶

者
の

病
気

に
よ

り
、

母
牛

の
繁

殖
成

績
が

計
画

を
下

回
っ

た
た

め
1
.0

7
2
4
,1

2
4

7
1
3

0
0
.1

1
2
2

0
.2

6

0

－

1
0

ご
と

う
農

業
協

同
組

合
（
長

崎
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

1
0

2
6
,4

1
1

3
,0

5
5

0
0
.1

0
8
3

3
,7

7
7

0
0
.1

0
4
2

1
.6

3
5
2
.9

%
2
9
,1

4
9

3
,9

3
3

0
0
.1

2
6
3

1
.0

7
2
2
,1

8
5

-
7
5
.4

%

9
長

崎
県

央
農

業
協

同
組

合
（
長

崎
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

1
0

0
0
.0

9
9
3

1
.3

1
4
2
,7

7
2

1
.1

5
5
1
,1

6
9

-
6
8
.6

%
収

入
実

績
が

計
画

を
下

回
っ

た
こ

と
・
事

業
当

初
の

労
働

力
不

足
が

影
響

し
子

牛
の

増
頭

計
画

が
遅

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

母
牛

頭
数

に
対

す
る

子
牛

の
販

売
実

績
が

少
な

か
っ

た
た

め

8
た

じ
ま

農
業

協
同

組
合

（
兵

庫
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

1
0

4
3
,6

7
2

5
,6

7
1

1
.4

7
2
3
,1

3
2

1
,2

6
9

0
0
.1

1
8
6

0
.4

6

0
.1

1
2
7

0
.0

9
-
9
2
.9

%

収
入

実
績

が
計

画
を

下
回

っ
た

こ
と

・
母

牛
頭

数
の

実
績

が
計

画
に

達
し

て
い

な
い

こ
と

及
び

飼
養

管
理

が
不

十
分

な
こ

と
に

よ
り

母
牛

の
繁

殖
成

績
が

伸
び

悩
ん

だ
た

め
支

出
実

績
が

計
画

を
上

回
っ

た
こ

と
・
子

牛
の

疾
病

対
応

等
の

た
め

4
4
6

7
淡

路
日

の
出

農
協

（
兵

庫
県

）
畜

舎
等

1
0

2
2
,5

0
3

3
,7

0
4

0
0
.1

1
1
8

－

6
社

団
法

人
秋

田
県

農
業

公
社

（
秋

田
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

3
9

0
0
.1

3
7
0

1
.3

2
1
7
,2

0
5

5
,2

5
4

0

－
6
,5

4
7

0
0
.1

2
6
4

1
.0

1
-
1
2
.3

%
5
3
,6

5
7

7
,9

6
1

0
0
.1

2
8
6

4
,3

2
8

0
0
.1

0
3
7

1
.2

8
3
1
,5

9
8

2
.5

%
－

5
社

団
法

人
秋

田
県

農
業

公
社

（
秋

田
県

）
畜

舎
等

1
5

2
0
,5

4
7

3
,7

1
3

1
.4

9
2
1
,3

9
5

4
,0

3
1

0
0
.1

2
3
3

1
.5

3

0
.1

3
0
9

2
.3

3
7
7
.0

%

4
社

団
法

人
秋

田
県

農
業

公
社

（
秋

田
県

）
畜

舎
等

1
8

2
4
,2

3
0

4
,8

1
2

0
0
.1

3
3
3

0
.1

2
5
3

0
.0

8
-
9
2
.8

%
収

入
実

績
が

計
画

を
下

回
っ

た
こ

と
・
新

規
参

入
者

の
飼

養
管

理
を

補
助

す
る

配
偶

者
の

病
気

に
よ

り
、

母
牛

の
繁

殖
成

績
が

計
画

を
下

回
っ

た
た

め

3
加

美
よ

つ
ば

農
業

協
同

組
合

（
宮

城
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

1
0

0
0
.1

2
5
9

1
.0

8
3
3
,1

6
8

3
2
2

0

－
5
,8

4
8

0
0
.1

0
8
6

1
.7

0
3
3
.2

%
3
2
,6

1
3

2
社

団
法

人
岩

手
県

農
業

公
社

（
岩

手
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

2
1

3
6
,0

6
1

4
,8

9
2

1
.4

4
1
1
,5

8
3

1
.0

以
下

の
要

因

1
な

が
ぬ

ま
農

業
協

同
組

合
（
北

海
道

）
畜

舎
等

1
0

1
1
,6

1
3

2
,2

0
1

0
0
.1

3
1
9

1
0
9
.1

%
－

4
,7

3
9

0
0
.1

3
6
3

3
.0

0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
事

　
後

　
評

　
価

　
の

　
実

　
施

　
状

　
況

肉
用

牛
繁

殖
基

盤
強

化
総

合
対

策
事

業
（
新

規
参

入
円

滑
化

対
策

事
業

）
畜

産
経

営
対

策
部

事
業

実
施

主
体

整
備

内
容

事
　
業
　
計
　
画
　
時
（
2
0
年
度
）

実
績
値
（
2
5
年
度
）
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事
 業

 名
担

当
部

　

乖
離

施
設
等

導
入

頭
数

総
事

業
費

年
総

効
果

額
廃

用
損

失
額

還
元

率
投

資
効

率
総

事
業

費
年

総
効

果
額

廃
用

損
失

額
還

元
率

投
資

効
率

状
況

1
.0

以
下

の
要

因

肉
用

牛
繁

殖
基

盤
強

化
総

合
対

策
事

業
（
新

規
参

入
円

滑
化

対
策

事
業

）
畜

産
経

営
対

策
部

事
業

実
施

主
体

整
備

内
容

事
　
業
　
計
　
画
　
時
（
2
0
年
度
）

実
績
値
（
2
5
年
度
）

改
善

事
項

注
1

事
業

内
容

運
用

方
法

注
2

審
査

方
法

・
基

準

費
用

対
効

果
分

析
手

法
注

3

指
導

方
法

等

「
乖

離
状

況
」
の

数
値

は
、

「
（
投

資
効

率
（
実

績
値

）
／

投
資

効
率

（
事

業
計

画
時

）
-

1
」
（
％

）
で

算
出

。

- ・
事

後
評

価
の

結
果

、
投

資
効

率
が

１
以

下
の

場
合

に
提

出
す

る
改

善
策

に
つ

い
て

、
年

度
別

に
記

入
す

る
等

に
よ

り
具

体
的

な
も

の
に

改
善

・
関

係
者

間
の

連
携

及
び

生
産

者
へ

の
計

画
的

指
導

の
実

施
に

つ
い

て
、

現
地

調
査

及
び

文
書

に
よ

り
指

導
、

2
6
年

度
か

ら
は

早
期

指
導

の
観

点
か

ら
、

新
規

参
入

者
の

経
営

開
始

当
初

か
ら

現
地

調
査

を
実

施
（
必

要
に

応
じ

て
継

続
的

に
実

施
）

・
新

規
参

入
者

の
全

国
的

な
経

営
傾

向
等

を
取

り
ま

と
め

た
報

告
書

を
作

成
・
配

布

改
　

善
　

点
　

の
　

具
　

体
　

的
　

な
　

内
　

容

事
業

（
新

規
採

択
）
は

、
平

成
2
6
年

度
を

も
っ

て
終

了
。

平
成

2
7
年

度
か

ら
は

国
へ

移
管

平
成

2
6
年

度
は

、
経

営
開

始
当

初
の

子
牛

の
事

故
率

が
高

い
こ

と
か

ら
、

母
牛

を
計

画
的

に
導

入
し

、
子

牛
の

分
娩

・
育

成
の

作
業

を
平

準
化

し
、

事
故

率
を

低
減

す
る

た
め

、
母

牛
の

導
入

期
間

を
２

年
間

に
延

長

-

0
.1

1
8
3

0
.9

3
-
1
9
.4

%

肉
用
牛
繁
殖
基
盤
強
化
総
合
対
策
事
業
（
新
規
参
入
円
滑
化
対
策
事
業
）
に
つ

い
て
は
、
新
規
参
入
者
の
促
進
を
図
る
た
め
、
牛
舎
等
の
施
設
整
備
及
び
繁
殖

雌
牛
を
導
入
す
る
事
業
内
容
で
あ
り
、
５
年
間
を
実
施
期
間
と
し
、
５
年
後
に

投
資
効
率
が
1
.
0
を
上
回
る
計
画
と
な
っ
て
い
る
。

投
資
効
率
（
実
績
値
）
が
1
.
0
を
下
回
っ
た
も
の
は
　
　
　
　
と
し
た
。

収
入

実
績

が
計

画
を

下
回

っ
た

こ
と

・
口

蹄
疫

に
よ

る
移

動
制

限
等

の
た

め
母

牛
の

導
入

頭
数

が
計

画
を

下
回

っ
た

た
め

1
7

宮
崎

中
央

農
業

協
同

組
合

（
宮

崎
県

）
畜

舎
等

1
9

4
0
,0

5
4

5
,4

8
7

1
.1

3
3
1
,1

1
8

2
,4

4
9

0
0
.1

1
3
6

0
.6

9

収
入

実
績

が
計

画
を

下
回

っ
た

こ
と

・
母

牛
頭

数
が

計
画

に
達

し
て

い
な

い
こ

と
及

び
母

牛
の

発
情

発
見

等
が

遅
れ

子
牛

の
販

売
頭

数
が

少
な

い
た

め
0

0
.1

1
8
7

1
.1

5
3
7
,1

2
5

4
,0

8
9

0

収
入

実
績

が
計

画
を

下
回

っ
た

こ
と

・
子

牛
の

事
故

率
が

高
い

こ
と

か
ら

母
牛

頭
数

に
対

す
る

子
牛

の
販

売
頭

数
が

少
な

い
た

め
支

出
実

績
が

計
画

を
上

回
っ

た
こ

と
・
子

牛
の

事
故

が
多

い
た

め
粗

飼
料

生
産

を
一

時
中

止
し

、
飼

養
管

理
へ

集
中

し
た

こ
と

等
に

よ
り

飼
料

購
入

費
が

増
加

し
た

こ
と

及
び

地
理

的
事

情
に

よ
り

飼
料

運
搬

に
時

間
が

か
か

っ
た

こ
と

か
ら

燃
料

費
が

増
加

し
た

た
め

1
6

宮
崎

中
央

農
業

協
同

組
合

（
宮

崎
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

1
5

3
3
,8

7
2

4
,4

0
8

0
0
.1

1
4
6

3
,4

4
3

0
0
.1

0
4
5

0
.1

9
-
8
3
.9

%
1
6
5
,1

5
1

2
1
,2

3
9

0
0
.1

0
7
3

1
.2

0
1
7
0
,5

0
4

-
3
8
.9

%

1
5

日
向

農
業

協
同

組
合

（
宮

崎
県

）
畜

舎
等

5
0

0
0
.1

2
6
4

1
.1

9
3
5
,9

2
1

支
出

実
績

が
計

画
を

上
回

っ
た

こ
と

・
2
4
年

の
水

害
に

よ
り

牧
野

の
復

旧
ま

で
牛

舎
で

飼
養

し
た

結
果

、
飼

料
購

入
費

等
が

増
加

し
た

た
め

1
4

延
岡

農
業

協
同

組
合

（
宮

崎
県

）
畜

舎
、

堆
肥

舎
等

2
0

3
3
,0

6
1

2
,8

5
3

1
.5

2
1
1
,3

8
4

4
4
9

0
0
.1

3
9
7

0
.2

8

0
.1

3
7
2

0
.3

8
-
6
8
.5

%
支

出
実

績
が

計
画

を
上

回
っ

た
こ

と
・
自

給
飼

料
を

確
保

で
き

な
か

っ
た

こ
と

及
び

適
正

給
与

量
を

超
え

る
飼

料
量

を
給

与
し

た
こ

と
か

ら
、

飼
料

購
入

費
が

増
加

し
た

た
め

1
,8

5
2

0

－

1
3

阿
蘇

農
業

協
同

組
合

（
熊

本
県

）
畜

舎
等

1
5

1
2
,8

5
4

2
,8

5
3

0
0
.1

4
6
2

3
,8

5
8

0
0
.1

2
9
9

1
.0

9
7
.6

%
3
0
,6

2
1

4
,4

4
7

0
0
.1

4
3
8

1
.0

1
2
7
,3

4
8

-
8
1
.4

%

1
2

玖
珠

九
重

農
業

協
同

組
合

（
大

分
県

）
畜

舎
等

3
0

0
0
.1

2
8
4

1
.1

3
4
8
,3

3
3

1
1

下
郷

農
業

協
同

組
合

（
大

分
県

）
畜

舎
等

5
0

5
5
,9

7
8

8
,0

8
9

0
.1

1
9
2

1
.7

2
5
3
.1

%
－

9
,9

3
4

0
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（参考） 

新規参入円滑化等対策事業における採択時の審査及び採択後のフォローアップについて 

 

 

時期 

 

 

内容 

 

２６年度の実施状況 

 

備考 

採択時 ・業務実施計画のヒアリン

グ、費用対効果分析など 

・ヒアリングでは、農協等

による新規参入者への指

導・支援体制を確認 

・宮崎県ほか４県（１１新規参

入者）についてヒアリングを

実施し、内容を精査した上で、

１１事業を採択 

（１事業は辞退したため、１０

事業について交付決定） 

・新規参入者へのアドバ

イス事例集を活用し

て、事業実施主体等に

対して指導 

・経営開始当初の子牛の

事故率が高いことか

ら、母牛を計画的に導

入し、子牛の分娩・育

成の作業を平準化し、

事故率を低減するた

め、母牛の導入期間を

２年間に延長 

経 営 開

始当初 

・施設の利用状況等の報告 ・２５年度採択分の利用状況等

を確認 

・１件の現地調査・指導を実施 ・早期指導の観点から、

新規参入者の経営開始

当初から現地調査を実

施（必要に応じて継続

的に実施） 

１年後 ・施設の利用状況等の報告 ・２４年度採択分の利用状況等

を確認 

・２件の現地調査・指導を実施 

２年後 ・施設の利用状況等の報告 ・２３年度採択分の利用状況等

を確認 

・２件の現地調査・指導を実施 

３年後 ・施設の利用状況等の報告 

・利用状況等が計画を下回

るものについて現地調

査・指導を実施 

・２２年度採択分の利用状況等

を確認 

・５件の現地調査・指導を実施 

 

４年後 ・施設の利用状況等の報告 ・２１年度採択分の利用状況等

を確認 

・２件の現地調査・指導を実施 

 

５年後 ・施設の利用状況等の報告 

・事後評価の実施 

→効用が費用を下回った場

合は改善策の提出 

・２０年度分の利用状況等を確

認及び事後評価の実施 

・投資効率が１．０以下の９件

については、個別に要因分析

し、具体策を指導 
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